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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，社団法人日本画像

情報マネジメント協会（JIIMA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本

工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本

工業規格である。 

これによって，JIS Z 6017:2006 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 Z 6017：2013 
 

電子化文書の長期保存方法 
Document management- 

Long-term preservation for electronic imaging documents 
 

1 適用範囲 

この規格は，紙文書又はマイクロフィルム文書を電子化し，電子化文書を長期保存管理するための記録

媒体のハード及びその利用システム，見読性の維持，媒体移行の手順，廃棄などについて規定する。この

規格の電子化文書は，JIS Z 6016 によって作成した文書とする。 

なお，この規格における記録媒体は，長期間にわたる記録保存が可能で互換性に優れた光ディスクを対

象とする。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS X 0836 ダブリンコアメタデータ基本記述要素集合 

JIS X 6246 120 mm（4.7 GB／面）及び 80 mm（1.46 GB／面）DVD－書換形ディスク（DVD-RAM） 

JIS X 6248 80 mm（1.46 GB／面）及び 120 mm（4.70 GB／面）DVD リレコーダブルディスク

（DVD-RW） 

JIS X 6249 80 mm（1.46 GB／面）及び 120 mm（4.70 GB／面）DVD レコーダブルディスク（DVD-R） 

JIS X 6250 120 mm（4.7 GB／面）及び 80 mm（1.46 GB／面）＋RW フォーマット光ディスク（4 倍

速まで） 

JIS X 6251 120 mm（4.7 GB／面）及び 80 mm（1.46 GB／面）＋R フォーマット光ディスク（16 倍速

まで） 

JIS X 6252 120 mm（8.54 Gbytes／面）及び 80 mm（2.66 Gbytes／面）2 層 DVD レコーダブルディス

ク（DVD-R for DL） 

JIS X 6282 情報交換用 120 mm 追記形光ディスク（CD-R） 

JIS X 6283 情報交換用 120 mm リライタブル光ディスク（CD-RW） 

JIS Z 6016 紙文書及びマイクロフィルム文書の電子化プロセス 

ISO/IEC 13170，Information technology－120 mm (8,54 Gbytes per side) and 80 mm (2,66 Gbytes per side) 

DVD re-recordable disk for dual layer (DVD-RW for DL) 

ISO/IEC 25434，Information technology－Data interchange on 120 mm and 80 mm optical disk using +R DL 

format－Capacity: 8,55 Gbytes and 2,66 Gbytes per side (recording speed up to 16X) 

ISO/IEC 26925，Information technology－Data interchange on 120 mm and 80 mm optical disk using +RW 

HS format－Capacity: 4,7 Gbytes and 1,46 Gbytes per side (recording speed 8X) 


